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我が国の地方都市では，人口減少やモータリゼーションに伴う郊外化の進行によって，中心市街地の商店街
が空洞化している．自治体が様々な対策を実施しているものの，個別の事例に留まっており，まち全体のにぎわ
いの創出につながるような方法論が求められる．　本研究は，中心市街地の魅力を効果的に向上させるための
施策を検討する第一段階として，鳥取市をケーススタディとし，商店街の魅力の形成要因を解明することを目
的とする．分析に際し，中心市街地を訪れる人々の動線を考慮するために，街路ネットワークと施設立地の状
況から中心市街地内の構造上の利便性を定量化する点が，本研究の特徴である．まず，近年増加している空き
店舗の発生状況を現地調査によって把握し，空き店舗の発生しやすい場所の特性を構造的な利便性から明らか
にする．次に，商店街の魅力の代理指標に路線価を用いて，街路ネットワーク構造や各種都市施設の配置およ
び空き店舗の発生状況と路線価との関係を定量的に解明する．
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1. 序論

地方都市の中心市街地の商店街では，高齢化やモー

タリゼーションの進展，郊外型大規模小売店舗の進出

に伴って空き店舗が増加し，にぎわいが低下している．

中心市街地の活力を維持・向上させるためには，商業

施設や文化施設といった様々な既存の都市施設を活か

しつつ，個々の魅力ある店舗や施設の充実を図るとと

もに，これらを訪問する来街者の回遊を促進するよう

な配置計画を含めた，効果的な活性化方策を展開する

ことが求められる．

中心市街地商店街の衰退に対する問題意識の下，土

地利用や施設配置に関する研究が多数蓄積されている．

山田ら 1) は，空き店舗数が商店街の非活性化の指標と

して機能し得ることに着目し，群馬県の 5都市を対象
に，集客施設や商店街の位置関係，アクセシビリティ

と空き店舗分布の関係を観測し，空き店舗の発生要因

の解明を試みている．大庭ら 2)は，京都市内の 86の商
店街を対象に，土地利用および業種構成と商店街のに

ぎわいとの関係を明らかにした．ただしこれらの研究

は，商店街内の土地利用・業種構成や，周辺の都市施

設・交通施設の位置関係と，商店街のにぎわいとの関

連性に着目したものであり，来訪者の回遊空間である

街路空間の構造は考慮していない．一方，溝上ら 3)は，

スペースシンタックス理論に基づいて算出した街路の

位相構造の指標，および街路ネットワーク上の実距離

を用いて算出したアクセシビリティ指標を用いて，街

路や沿道土地利用といった市街地の空間構成と歩行者

の回遊行動との関係を定量的に明らかにしている．

本研究は，効果的な活性化方策の構築に向けた第一

段階として，鳥取市の中心市街地を事例に，空間構造の

観点から利便性が高いといえる場所が現状として有効

活用されているか否かを診断し，その上で，商店街の

魅力の形成要因を解明する．分析に際し，ネットワーク

理論や地理空間情報システム（GIS）を援用して，街路
ネットワークと施設立地の状況から中心市街地内の構

造上の利便性を定量化する点が，本研究の特徴である．

具体的には，まず分析 (1)として，街路単位で集計し
た空き店舗数を被説明変数，街路のネットワーク中心

性（次章で詳説）や様々な都市施設への距離といった街

路の空間的特性を説明変数とした回帰分析を行い，推

定した回帰係数の符号に基づいて，空間構造上利便性

の高い場所に空き店舗が多く発生していないかを調べ

ることによって，そのような場所が有効に活用されて

いるかを診断する．次に分析 (2)として，商店街を構成
する各街路の魅力の代理指標として路線価を用い，街

路ネットワーク構造や各種都市施設の配置および空き
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店舗の発生状況，時間貸駐車場の立地状況といった都

市空間構造を構成する各要素のいずれが路線価に支配

的に影響するかを，決定木分析によって明らかにする．

2. 中心市街地の都市空間構造データの構築

(1) 分析対象地域の設定

本研究の分析対象範囲は，鳥取市が指定する鳥取市

中心市街地において，特に商店や都市機能が集積して

いる図–1の破線で囲まれた範囲とする．この地域では，
鳥取駅から鳥取県庁に向かって，国道 53号線の一部で
ある若桜街道に沿って鳥取本通商店街や若桜街道商店

街といった商店街が形成されている．また，若桜街道と

交差して袋川が流れている．袋川は，一級河川である

千代川の支流の一つであり，土手での花見やカヌー下

り等，地域のイベントの場として市民に親しまれてい

る．袋川以北（県庁側）には，商店街とともに市役所・

裁判所といった公的機関，県立図書館や博物館といっ

た文化施設，鳥取赤十字病院等が集積している．一方，

袋川以南（鳥取駅側）には，鳥取本通商店街や末広温

泉町商店街を中心とした飲食店街が広がり，百貨店や

映画館が立地している．本研究では，商店や都市施設

の集積している分析対象範囲のすべての街路（ただし，

住宅の多い範囲を除く．詳細は次節に述べる）を「商

店街」とみなして分析を進める．

次節以降では，本研究で用いる空間構造の指標とし

て，街路ネットワーク構造（ネットワーク中心性），各

種都市施設の立地状況，空き店舗の発生状況，時間貸

駐車場の立地状況の 4種類のデータについて説明する．

(2) 街路ネットワーク構造（ネットワーク中心性）

街路ネットワークにネットワーク分析を適用する際，

一般的には，交差点をノード，交差点間をつなぐ街路を

リンクとしたネットワークを考え，交差点の重要性を指

標化する 4)．本研究では，街路単位での空き店舗の発生

状況や街路の特性（周辺施設との距離や，国道・県道と

いった道路属性）と関連付けて評価することを目的と

しているため，リンクとノードを置き換えた（つまり，

街路をノードで，街路同士の接続関係をリンクで表し

た）リンクベースのネットワーク 5) を考え，「街路の中

心性」を算出する．例として，4つの交差点と 3本の街
路からなる街路ネットワークをリンクベースのネット

ワークに変換した場合の模式図を，図–2に示す．三叉
路を構成する 3本の街路 a, b, cが，交差点 2によって
相互に接続されていることを表している．このように

構築したリンクベースのネットワークに基づき，式 (1),
(2), (3)の定義に沿って街路 iの次数中心性 Cd(i)，近接
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図–1: 分析対象地域
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図–2: 分析対象地域

中心性 Cc(i)，媒介中心性 Cb(i)を算出した．

Cd(i) =
n∑

j=1

gi j (1)

Cc(i) =
1∑n

j=1 di j
(2)

Cb(i) =
∑

i, j,k

a jk(i)
a jk

(3)

ただし，gi j は隣接行列 Gの成分（街路 i, jが直接接続

していれば gi j = 1，そうでなければ gi j = 0），di j は距

離行列 Dの成分（街路 i, jの位相構造上の最短距離），

a jk は街路 j, k間の最短経路数，a jk(i)は a jk のうち街路

iを通るものの数を，それぞれ表す．これらは各々，次

数（直接接続する街路の本数），距離（他の全街路への

位相幾何学上の距離），媒介・伝達（他の街路間の最短

経路上に位置する程度）を基準として提案された中心

性であり，相異なるネットワーク特性を表現できる．な

お，中心性の算出にあたっては境界効果（ネットワー

ク周縁部の指標値が小さく評価されること）を考慮し，

分析対象範囲にバッファを設け，図–1の実線で囲まれ
た範囲のネットワークにおける中心性を求めた．さら
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に，中心市街地の中でも住宅の多い区画をサンプルか

ら除外した．ZENRIN建物ポイントデータ（平成 27年
版）の建物分類に基づき，建物の 70%以上が住宅であ
る区画を住宅地と見なして，これらに接する 16の街路
を除外した．その結果，サンプル数は 259となった．

(3) 都市施設の立地状況

各街路から鳥取駅（交通結節点）や文化施設，行政機

関といった都市施設への近接性を指標化するために，こ

れらの各施設と各街路との道路距離を，GIS（ArcMap）
の解析ツールNetwork Analystを用いて算出した．道路
距離算出のための街路ネットワークデータには，「ArcGIS
データコレクション道路網 2016」を用いた．検討対象
とする都市施設は，先行研究 7) を参考に選定し，交通

施設（鳥取駅）1件，教育施設（高等学校）2件，文化
施設（図書館）2件，展示系文化施設（博物館等）2件，
シアター系文化施設（文化会館等）2件，医療施設（総
合病院）2件，行政施設（県庁および市役所の庁舎 2件）
3件，金融機関（銀行の有人窓口のある事業所）23件，
商業施設（百貨店および複合商業施設）2件の 9カテゴ
リ全 39件とした．各街路からすべての施設への道路距
離を算出した上で，各カテゴリの施設との距離の内最

小のものを，当該カテゴリの施設との距離とした．

(4) 空き店舗の発生状況

空き店舗の発生状況を把握するために，鳥取県の中

心市街地（図–1中の分析対象範囲）にて，平成 29年 8
月 28日 ∼8月 31日の 4日間にわたり現地調査を行っ
た．対象地域内の建物を 1軒ずつ，目視によって空き
店舗か否かを判断し，空き店舗と判定した建物の位置

を地図上にプロットした．その後，現地調査で記録し

た空き店舗の軒数を街路単位で数え上げ，空き店舗数

データとした．空き店舗数の最大値は 5（該当サンプル
数は 1），最小値は 0（該当サンプル数は 161），平均空
き店舗数は 0.645件であった．

(5) 時間貸駐車場の立地状況

時間貸駐車場は，自家用車で中心市街地を訪問する

人々の行動拠点として機能すると考えられるため，時

間貸駐車場の立地状況を考慮する．鳥取市より提供さ

れた中心市街地内の駐車場の地図を基礎データとして，

48件の時間貸駐車場の位置（緯度・経度）を求めた．都
市施設との距離の算出と同様に，GIS（ArcMap）を用
いて各街路からの最寄り時間貸駐車場までの道路距離

を算出した．

3. 分析 (1)：空き店舗発生状況と都市空間構造

街路ネットワーク構造および現状の都市施設の配置

から，利便性が高くにぎわいが形成されやすいと考え

られる場所が有効に活用されているか否か，すなわち

空き店舗が多く発生していないかどうかを，回帰分析

により診断する．分析に用いる被説明変数および説明

変数の基本統計量と「期待符号」は表–1の通りである．

ここで，期待符号とは，通常の符号条件とは異なり，

回帰係数の符号が「期待符号」と一致すれば，当該説

明変数の観点から利便性の高い場所には空き店舗が少

なく，したがって沿道の土地・建物が有効に活用されて

いることを意味している．例えば，中心性の高い街路

は，多くの街路と接続している，あるいは多くの地点

間の最短経路上に位置する等，来街者にとって利便性

が高く，利用されやすい場所であるといえる．そのよ

うな場所には，空き店舗が少ないことが望ましいため，

期待符号は負となる．都市施設からの距離については，

距離が短いほど施設利用者の往来が波及することが期

待できるため，施設からの距離が近いほど空き店舗が

少ないことが望ましく，期待符号は正となる．国道や

県道は，幅員が広く，交通量の多い道路であり，空き店

舗が少ないことが期待できる．よって，期待符号は負

である．分析において，回帰係数の符号が期待符号と

一致すれば，鳥取市の中心市街地において，当該説明

変数の観点からみた利便性の高い場所が有効に利用さ

れていることを確認できる．

最尤推定法により尤度関数を最大化することによっ

て，パラメータ推定を行った．その際，街路の路線長が

長くなると沿道の建物件数が増え，空き店舗数も多く

なる可能性を考慮し，路線長をオフセット項として設

定した．路線長は，「ArcGISデータコレクション道路網
2016」に街路の属性として付与されている値を用いた．

AICの最小化によるモデル選択（変数減少法）を行っ
た結果を，表-－ 2に示す．回帰係数を期待符号と照合
することにより，都市空間構造の観点からみて利便性

の高い場所が空き店舗化せずに活用されているかどう

かを診断することができる．

まず中心性について，次数中心性の回帰係数が正で

有意となった．次数中心性が高い街路には，接続する多

くの街路から歩行者が誘導されやすい．このような街

路は回遊行動の要所であり，多くの店舗が立地すべき

であると考える．しかし分析結果は，次数中心性が高

いほど多くの空き店舗が発生している関係を示してい

る．すなわち，現状として次数中心性が高く利便性の

高い街路に空き店舗が多く発生してしまっており，こ

れらの街路を有効活用できていないことがわかる．

次に集客施設との距離に着目すると，交通施設（鳥
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表–1: 基本統計量

変数名（括弧内はデータ上の変数名） 平均 分散 最小値 最大値 期待符号

空き店舗数 0.645 1.083 0.000 5.000 –
路線長 [m] 71.459 1322.149 20 270 –

近接中心性（cl） 1.406×10−4 2.388×10−10 9.755×10−5 1.655×10−4 負
次数中心性（deg） 5.340 1.365 2 9 負
媒介中心性（bw） 4.596×103 2.018×107 0 2.373×104 負

交通施設との距離 [m]（sta） 724.14 1.324×105 86.432 1652.325 正
教育施設との距離 [m]（edu） 874.16 1.370×105 4.014 1562.102 正
文化施設（図書館）との距離 [m]（lib） 726.31 5.228 × 105 7.838 1136.286 正
文化施設（展示系）との距離 [m]（mus） 921.12 1.291 × 105 94.693 1627.937 正
文化施設（シアター系）との距離 [m]（thea） 369.67 24917.72738 6.712402151 785.864 正
医療施設との距離 [m]（med） 492.73 3.951×104 66.555 939.279 正
商業施設との距離 [m]（shop） 661.85 1.376×105 3.393 1586.917 正
行政施設との距離 [m]（gov） 580.84 5.237×104 27.168 979.654 正
金融機関との距離 [m]（bank） 169.81 6.230×103 8.363 379.611 正

国道ダミー（route） 0.120 0.106 0 1 負
県道ダミー（route.p） 0.089 0.081 0 1 負

取駅）との距離，文化施設（展示系）との距離，文化施

設（シアター系）との距離，医療施設との距離，行政施

設との距離が，いずれも負で有意となった．4.(1)節で
確認した通り，各種都市施設との距離の期待符号は正

である．これに対して回帰係数が負となった 5種類の
施設周辺は，施設利用者の往来が多いことが期待でき

るため集客性が高いにも関わらず，現在，空き店舗が

多く発生してしまっている．一方で，図書館との距離

は正で有意，教育施設との距離は非有意ではあるもの

の同じく正の回帰係数が得られた．本分析の検討対象

とした文化施設（展示系，シアター系）や医療施設，行

政施設は，自動車訪問による利用が中心となっている．

特に，医療施設として設定した 2件の総合病院や行政
施設には，大規模な駐車場（行政施設の駐車場は利用

料金が無料）が備わっている．これに対して，教育施設

である高等学校や図書館は，高校生や学生等，自動車

ではない手段で訪問する人が多い．したがって，歩行

者・自転車等による利用が多い施設に近接している街

路では，施設のにぎわいが波及することによって空き

店舗が少ない状況を維持できているのに対し，自動車

利用が中心の施設周辺は，このような波及効果が得ら

れず，空き店舗が多く発生している状況にあることが

示唆される結果となった．なお，金融施設については，

駐車場を備えた中央郵便局に併設のゆうちょ銀行や地

方銀行の本店と小規模な事業所の両方含んでいること

から，データの整備段階で施設カテゴリを見直すこと

により，より詳細な傾向を把握できる可能性がある．

国道ダミーや県道ダミーの回帰係数が期待符号と逆

の推定結果となったことについても，都市施設からの

距離と同様の観点から解釈することができる．すなわ

表–2: 分析結果 (1)（負の二項回帰）

係数　 標準誤差 z値　
切片 1.48 0.92 1.61
deg 0.242∗∗ 4.70×10−2 5.14
sta -3.11×10−3∗∗ 6.20×10−4 -5.02
edu 9.62×10−4 6.75×10−4 1.43
lib 3.40×10−3∗∗ 8.11×10−4 4.19
mus -2.65×10−3∗∗ 6.54×10−4 -4.06
thea -1.49×10−3∗ 6.37×10−4 -2.34
med -2.21×10−3∗∗ 6.78×10−4 -3.26
gov -1.81×10−3∗ 7.95×10−4 -2.27
bank 2.74×10−3∗∗ 8.77×10−4 3.12
route 0.813 ∗∗ 0.141 5.77
route.p 0.352 ∗ 0.163 2.17
Observations 259
Maximum log Likelihood -1088.498
AIC 2203
(**,*: 1%, 5%significant, respectively )

ち，自動車交通が中心である国道や県道は，利便性が

高いにも関わらず空き店舗が多く発生している．この

ことから，自動車で中心市街地の国道や県道を通行す

る人々が沿道の店舗を訪問することは少なく，商店街

の活性化にはあまり寄与していないことが推察される．

以上の結果から，中心市街地中心部の都市空間構造の

診断手法として，本分析手法が一定程度有効であるこ

とが確認できたと考える．また結果の解釈を通じて，歩

行者・自転車の交通や公共交通に配慮した街路空間整

備と施設配置計画の重要性が示唆される．
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図–3: 分析結果 (2)（決定木分析）

4. 分析 (2)：商店街の魅力の形成要因の解明

データマイニングの分野で多用される多変量解析手

法である決定木分析を用いて，街路の魅力（路線価を

代理指標とする）の形成要因を明らかにする．決定木

分析は，樹木状のモデルによって有力な要因を容易に

解釈できる点が特徴である．本分析では，目的変数に

路線価を，説明変数に次数中心性，近接中心性，媒介

中心性，空き店舗数，各街路と最寄り都市施設（全 39
件の都市施設の中で最も道路距離が短い施設）までの

距離，交通施設までの距離，教育施設までの距離，文

化施設（図書館・展示系・シアター系を統合）までの距

離，医療施設までの距離，商業施設までの距離，行政

施設までの距離，金融施設までの距離，最寄り時間貸

駐車場までの距離，国道ダミー，県道ダミーの 15種類
を設定し，CART法を適用した．その結果，図–3の樹
木図を得た．

まず，最も強く路線価に影響している変数は，樹木図

における最初の分岐規則である鳥取駅までの距離（sta），
次いで 2番目に強く影響している説明変数は，医療施
設までの距離（med）である．鳥取駅のような広域交通
結節点の周辺は，地域住民や観光客，出張訪問者等の

多様な人々が訪れる．このような場所で路線価が高く

なることは，鳥取市のみならず一般的に確認される現

象であると考えられる．また，多様な利用者が訪問す

るという点で駅と同様の側面をもつ医療施設の近隣で

も，路線価が高く評価されることが明らかとなった．さ

らに，鳥取駅からも医療施設からも近い位置に広がる

飲食店街では近接中心性（cl）が，多くの公共施設を擁
する県庁周辺エリアと大型商業施設の立地するエリア

との間に位置する地域では媒介中心性（bw）が，それ
ぞれ路線価に強く影響していることがわかった．

5. 結論

本研究では，鳥取市をケーススタディとして，中心

市街地商店街の魅力を効果的に向上させる施策を検討

するために，(1)中心市街地の現状として，空間構造の
観点から利便性の高い場所が有効に活用されているか

否かを回帰分析によって診断した上で，(2)商店街の魅
力（路線価）を形成する要因を，決定木分析を用いて

明らかにした．(1), (2)の両分析において，既存研究で
はあまり着目されてこなかった街路ネットワーク構造

に着目し，街路ネットワークにおける各街路の中心性

を明示的に考慮した点が，本研究の特徴である．各分

析から得られた知見は以下の通りである．

分析 (1)について，鳥取市中心市街地においては次数
中心性の高い街路，交通施設（鳥取駅）・文化施設（展

示系）・文化施設（シアター系）・医療施設・行政施設と

の距離が近い街路，および国道，県道の沿道で，空き

店舗が多数発生していることがわかった．これらの施

設は，自動車による利用者が中心であることから，自

動車による利用を前提とした都市施設の整備は，周囲

ににぎわいを波及させる効果が小さいことが示唆され

た．このように利便性の高い場所が空き店舗であると

いうことは，都市整備や施設誘致といった今後の開発

の余地が十分にあるということでもある．したがって，

空き店舗等の低・未利用地の利活用を含めた，効果的な

市街地マネジメントの方法論の早急な開発が望まれる．

一方で，教育施設や図書館といった歩行者による利

用が多い施設周辺では，空き店舗が少なくなっている

ことがわかった．これらの結果を合わせると，歩行者

や公共交通の利用者に配慮した街路空間整備と施設配

置計画が，効率的な空き店舗の解消につながる可能性

が示唆された．

分析 (2)について，鳥取市中心市街地の路線価に強く
影響する都市空間構造的要因を特定した．その中で，一

部のエリアにおいては近接中心性や媒介中心性といっ

たネッワーク構造が，路線価に影響していることが明

らかとなった．既存研究では，施設の立地（配置）に

のみ着目し，例えば各種の施設までの最短距離や平均

距離等によって指標化されるアクセシビリティが用い

られることが多かった．しかし，街路が密に張り巡ら

されているような中心市街地では，出発地–目的地間の
距離のみならず，多くの街路とつながっているという

経路の選択可能性，つまり色々な場所に立ち寄れる可

能性やどこへ行くにも利用される可能性の高い街路が，

路線価に影響しているということが確認できた．この

ことは，中心市街地における来街者の回遊行動の分析

や回遊行動を促進するための施策を検討する上で有用

な知見である．

第 57 回土木計画学研究発表会・講演集

 5



今後は，本研究の結果を踏まえて，商店街の魅力と

それを形成する各要素との定量的な関連性の解明，お

よび空き店舗活用施策や施設整備等に対する具体的な

中心市街地活性化施策の提案が必要である．また，鳥

取市におけるデータを蓄積して経年的な変化を捕捉す

ると同時に，他の地方都市の中心市街地でも同様の分

析を実施し，本分析手法の一般性を検証することも今

後の課題である．
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